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１ 事業活動地球温暖化対策計画書制度の概要

計画書制度の手続きの流れ

※計画書を提出した事業者は、翌年度以降、対象要件を下回った場合でも期間中は
対象事業者と同様の扱いとします（報告書の提出、公表等）。

事業活動地球温暖化対策結果報告書の作成
初年度における措置の実施状況など

提出

計
画
期
間
（

３
年
間
）

事業活動地球温暖化対策結果報告書

概要公表

初年度

２年度目
提出

事業活動地球温暖化対策結果報告書
概要公表

事業活動地球温暖化対策結果報告書の作成
計画期間(３年度目まで)における措置の実施状況など

計
画
終
了
後

提出

特定事業者 川崎市

提出
事業活動地球温暖化対策結果報告書

概要公表

事業活動地球温暖化対策計画書

概要公表

事業活動地球温暖化対策計画書の作成
削減目標、計画期間の措置内容など

３年度目

４年度目

◎計画書の提出は３年毎

◎報告書の提出は毎年

事業活動地球温暖化対策結果報告書の作成
２年度目までにおける措置の実施状況など

事業活動地球温暖化対策計画書の作成
削減目標、計画期間の措置内容など

(次の３ヵ年度の計画書)

事業活動地球温暖化対策計画書

概要公表

提出

手続きの流れ
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１ 事業活動地球温暖化対策計画書制度の概要

特定事業者の要件

第１号該当者（規則第４条第１号に該当）

市内に設置しているすべての事業所における原油換算エネルギー使用量の前年
度の合計が1,500ｋL以上の事業者

第２号該当者（規則第４条第２号に該当）

省エネ法に規定する連鎖化事業者にあっては、市内に設置しているすべての事業
所及び当該連鎖化事業に加盟する者が市内に設置しているすべての事業所におけ
る原油換算エネルギー使用量の前年度の合計が1,500ｋL以上の事業者

第３号該当者（規則第４条第３号に該当）

市内の事業者の事業活動に伴う自動車であって、市内に使用の本拠の位置を有
する自動車の前年度の末日における台数が100台以上の事業者

第４号該当者（規則第４条第４号に該当）

市内に設置しているすべての事業所における温室効果ガスのうち、いずれかの物
質の排出量の前年度の合計量が二酸化炭素換算3000ｔ以上の事業者

6

２ 変更等届出書

7

２ 変更等届出書

変更等届出書の提出

次の事項に該当する場合は、変更等届出書
の提出が必要です。

事業者の情報の変更

（代表者の変更など）

計画の内容の変更

（後述するものに限ります。）

事業の廃止、休止

8

２ 変更等届出書

事業者の情報の変更

事業者の情報のうち、次の事項が変更となっ
た場合は、変更等届出書の提出が必要です。

• 事業者名

• 本社所在地

• 主たる事務所若しくは事業所の所在地

• 代表者の氏名

※計画書を代理人（工場長等）名で提出している事
業者で、委任を受けている代理人が変更になっ
た場合は、報告書の提出の際に、新たな委任状
の提出が必要です。
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２ 変更等届出書

計画の内容に係る変更

計画の内容に係る変更のうち、次の変更につ
いては、変更等届出書の提出が必要です。

• 事業計画の変更に伴う、目標排出量に大幅な増
減がある変更（第３号該当者においては、使用す
る自動車の台数に大幅な増減がある変更）

• 大規模事業所に該当すると想定される事業所の
設置

• 大規模事業所の廃止
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２ 変更等届出書

変更等届出書が不要な事例

状況の変化等による排出量の増減

事業計画の変更を伴わない変更 等

→報告書にその状況の説明を記載する。

例）

• 震災及び電力不足の影響による排出量の増減

• 気候変動による排出量の増減

• 生産量の増減による排出量の増減

• 大規模事業所に該当しない事業所の増減による排出量
の増減

11

２ 変更等届出書

事業の廃止、休止

市内における事業の全部を廃止又は休止し
た場合は「事業の廃止又は休止」となり、次の
届出等が必要です。

• 廃止又は休止してから15日以内に、変更等届出

書を提出

• 変更等届出書を提出してから90日以内に、結果

報告書を提出

12

３ 結果報告書の作成方法
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３ 結果報告書の作成方法

結果報告書の構成

13

＋ ＋

・事業者全体の総括的
な内容

②結果報告
指針：様式第２号、３号

③別紙
指針：様式第２号（別紙１～３）

・排出量の状況の内訳

・大規模事業所の結果

・自動車の削減措置

・排出量の算定根拠資料

・措置の内容を示した資料

・その他

② ③

④添付書類

④

事業活動地球温暖化対策結果報告書

事業者が提出する書類

①結果報告書
規則：第３号様式

① ＋

規則で定める様式 指針で定める様式

・結果報告書鑑

14

３ 結果報告書の作成方法

温室効果ガス排出量の算定方法

算定に使用する排出係数は、様式により「排出係数
固定」と「排出係数反映」の２種類があります。

排出係数固定：基準排出量の算定に使用した排出

係数を使用

• 報告年度の排出量を、基準排出量や目標排出量と併せ
て記載する様式で使用します。（事業者が実施した削減
対策の効果を反映するため。）

排出係数反映：当該年度の排出係数を使用

• 報告年度の排出量を、前年度の実績として記載する様式
で使用します。

15

３－１ 規則様式の記載方法

規則 第３号様式（第１面）[手引き P6～7]

事業者の規模

原油換算エネルギー使用量

自動車の台数 など

• 前年度における値（今年度は平成22年度の値）
を記載してください。

4,123 ｋｌ

110 台

ｔ－CO2
エ ネ ル ギ ー 起 源 の 二 酸 化 炭 素
以外の温室効果ガスの排出の量

自動車の台数

原油換算エネルギー使用量

事 業 者 の 規 模

16

３－１ 規則様式の記載方法

規則 第３号様式（第１面）[手引き P6～7]

連絡先

• メールアドレス欄は、公表に適したメールアドレス
を記載してください。（公表に適したメールアドレ
スがない場合は、空欄で結構です。）

担当部署

連 絡 先

メールアドレス

総務部総務課CSR担当

川崎市□△区○町×丁目□番△号

０４４－×××－□□□□

０４４－×××－□□□□

××＠△△.co.jp

電話番号

ＦＡＸ番号

担 当 部 署 名

所 在 地
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３－１ 規則様式の記載方法

規則 第３号様式（第２面）[手引き P8～9]

計画期間及び報告年度

• 今年度提出する結果報告書については、次のと
おり記載してください。

計画期間：平成22年度～平成24年度

報告年度：平成22年度

（第２面）

計 画 期 間 及 び 報 告 年 度 　　平成22年度　　～　平成24年度　　　（報告年度　平成22年度分）

温室効果ガスの排出の量の削
減目標の達成状況及び温室効 別添 指針様式第2号及び第３号のとおり

18

３－１ 規則様式の記載方法

規則 第３号様式（第２面）[手引き P8～9]

備考欄

• 当該事業者の地球温暖化対策の取組について
記載しているホームページがあれば、そのＵＲＬ
を記載することができます。（会社のトップページ
のＵＲＬは記載しないでください。該当するホーム
ページがない場合は、空欄で結構です。）

備　　　考 当社の地球温暖化対策の取組については、ホームページにて公表しています。
Http://www.○○○.jp/kankyo/index.htm

備考 １　欄内にすべてを記載できない場合は、別紙により提出してください。
　 　２　□のある欄は、該当する□内にレ印を記載してください。
　　 ３　報告書には、事業活動地球温暖化対策指針に定める資料を添付してください。
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３－２ 指針様式の記載方法

指針 様式第２号（第１面）・（第２面）

指針 様式第２号（第１面） [手引き P10~11]
• 第１、２、４号該当者が記載する様式です。

指針 様式第２号（第２面） [手引き P12~13]
• 第３号該当者が記載する様式です。

※どちらも記載する項目は同じです。
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３－２ 指針様式の記載方法

指針 様式第２号（第１面）・（第２面）

計画期間の温室効果ガスの排出の量

この様式に記載する排出量の算定の際は、事業者
が実施した削減対策の効果が反映できるよう、排出係
数固定で算定します。

 (１) 温室効果ガスの排出の量の状況（排出係数固定）

　 ア　計画期間の温室効果ガスの排出の量

（実） 9,270 （実） 9,178 （実） （実） （実） 8,899
（調） 8,655 （調） 8,568 （調） （調） （調） 8,308

（実） 1.0 （実） （実） （実） 4.0
（調） 1.0 （調） （調） （調） 4.0

排 出 量

削 減 率

t-CO2

％

基準年度 第１年度 第２年度

t-CO2 t-CO2

％

目標排出量第３年度

t-CO2

％

t-CO2

％
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３－２ 指針様式の記載方法

指針 様式第２号（第１面）・（第２面）

以下の３項目は、計画書に記載した値を、そ
のまま記載してください。

基準排出量

目標排出量

目標排出量の削減率

 (１) 温室効果ガスの排出の量の状況（排出係数固定）

　 ア　計画期間の温室効果ガスの排出の量

（実） 9,270 （実） 9,178 （実） （実） （実） 8,899
（調） 8,655 （調） 8,568 （調） （調） （調） 8,308

（実） 1.0 （実） （実） （実） 4.0
（調） 1.0 （調） （調） （調） 4.0

排 出 量

削 減 率

t-CO2

％

基準年度 第１年度 第２年度

t-CO2 t-CO2

％

目標排出量第３年度

t-CO2

％

t-CO2

％
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３－２ 指針様式の記載方法

指針 様式第２号（第１面）・（第２面）

報告年度までの排出量

報告年度までの削減率

• 今年度は「第１年度」の値を記載します。

• 来年度は「第１年度」及び「第２年度」の値を記載
します。

 (１) 温室効果ガスの排出の量の状況（排出係数固定）

　 ア　計画期間の温室効果ガスの排出の量

（実） 9,270 （実） 9,178 （実） （実） （実） 8,899
（調） 8,655 （調） 8,568 （調） （調） （調） 8,308

（実） 1.0 （実） （実） （実） 4.0
（調） 1.0 （調） （調） （調） 4.0

排 出 量

削 減 率

t-CO2

％

基準年度 第１年度 第２年度

t-CO2 t-CO2

％

目標排出量第３年度

t-CO2

％

t-CO2

％
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　 イ　計画期間の温室効果ガスの排出の量に係る原単位等の値

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度 目標年度の値

％ ％ ％ ％

t-CO2/t単位

排 出 量
原単位等の値

原 単 位 の
活 動 量

0.5011

4.2削 減 率 1.0

生産数量

0.480.4960

３－２ 指針様式の記載方法

指針 様式第２号（第１面）・（第２面）

計画期間の温室効果ガスの排出量に係る

原単位等の値

• 計画書に、原単位による目標を記載した事業者
が記載します。（他の事業者は空欄のままとして
ください。）
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　 イ　計画期間の温室効果ガスの排出の量に係る原単位等の値

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度 目標年度の値

％ ％ ％ ％

t-CO2/t単位

排 出 量
原単位等の値

原 単 位 の
活 動 量

0.5011

4.2削 減 率 1.0

生産数量

0.480.4960

３－２ 指針様式の記載方法

指針 様式第２号（第１面）・（第２面）

以下の５項目は、計画書に記載した値を、そのまま
記載してください。

原単位の活動量 ■単位

基準年度の値 ■目標年度の値

目標年度の削減率
※計画期間の途中では、使用する原単位の活動量等を変更し
ないでください。
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　 イ　計画期間の温室効果ガスの排出の量に係る原単位等の値

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度 目標年度の値

％ ％ ％ ％

t-CO2/t単位

排 出 量
原単位等の値

原 単 位 の
活 動 量

0.5011

4.2削 減 率 1.0

生産数量

0.480.4960

３－２ 指針様式の記載方法

指針 様式第２号（第１面）・（第２面）

報告年度までの値

報告年度までの削減率

• 今年度は「第１年度」の値を記載します。

• 来年度は「第１年度」及び「第２年度」の値を記載
します。
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３－２ 指針様式の記載方法

指針 様式第２号（第１面）・（第２面）

排出の量の状況についての説明

温室効果ガスの排出の量の状況について、次のよう
な内容の説明を記載します。

• 排出量の増減の状況

• 増減の原因

　 ウ　計画期間の温室効果ガスの排出の量の状況についての説明

第１年度

第２年度

川崎工場及び川崎第二工場など主要な工場において施設の集約化に伴い大型設備の省エネルギー
化により、目標削減率4％に対して、1％と削減することができた。

27

３－２ 指針様式の記載方法

指針 様式第２号（第１面）・（第２面）

排出の量の状況についての説明

記載例１）

△△施設を省エネ型施設に更新したことにより
××の使用量が減少し、基準年度に対し、○○ｔ-
CO2減少した。

記載例２）

夏期の気温が高く、例年に比べ空調の負荷が高か
ったことなどから××の使用量が増加し、基準年度
に対し、○○ｔ-CO2増加した。 28

 (２) 温室効果ガスの排出の量の状況（全社目標）

＜全社目標＞
 2015年に温室効果ガス10％削減の目標に対し、今年度は1％削減した。

３－２ 指針様式の記載方法

指針 様式第２号（第１面）・（第２面）

温室効果ガスの排出量の状況（全社目標）

• 計画書に全社目標を記載した事業者が記載しま
す。（他の事業者は空欄のままとしてください。）

• 計画書に記載した目標に対する、当該年度の排
出量、削減率等を記載します。
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３－２ 指針様式の記載方法

指針 様式第２号（第３面）[手引きP14～15]

温室効果ガスの排出の量の削減のための措
置の実施状況

計画：計画書に記載した内容の項目名を記載し
ます。
３　温室効果ガスの排出の量の削減目標の達成するための措置の実施状況

 (１) 温室効果ガスの排出の量の削減のための措置の実施状況

計　画

○推進体制の整備
○主要設備の保全管理
○事務所等の空気調和の管理
○照明設備の運用管理
○ヒートポンプの導入
○コージェネレーションシステムの導入

第１年度

○推進体制の整備
本社と市内事業所を含めた組織横断的な委員会を設置し、推進体制を整備した。
○主要設備の保全管理
空調・照明設備の包括的管理標準の作成を行った。

事
業
所
等

(

第
１
号
、
第
２
号
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３－２ 指針様式の記載方法

指針 様式第２号（第３面）[手引きP14～15]

温室効果ガスの排出の量の削減のための措
置の実施状況

第１年度：当該年度に実施した項目名と、その実
施内容を記載します。
３　温室効果ガスの排出の量の削減目標の達成するための措置の実施状況

 (１) 温室効果ガスの排出の量の削減のための措置の実施状況

計　画

○推進体制の整備
○主要設備の保全管理
○事務所等の空気調和の管理
○照明設備の運用管理
○ヒートポンプの導入
○コージェネレーションシステムの導入

第１年度

○推進体制の整備
本社と市内事業所を含めた組織横断的な委員会を設置し、推進体制を整備した。
○主要設備の保全管理
空調・照明設備の包括的管理標準の作成を行った。

事
業
所
等

(

第
１
号
、
第
２
号
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３－２ 指針様式の記載方法

指針 様式第２号（第３面）[手引きP14～15]

温室効果ガスの排出の量の削減のための措
置の実施状況
• 「第１年度」～ 「第３年度」の欄については、計画

書に記載していない項目であっても、実施した項
目があれば記載してください。

• この欄に記載しきれない場合は、欄には「別添の
とおり」とし、別添としてください。（別添とした書面
も公表対象です。）
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３－２ 指針様式の記載方法

指針 様式第２号（第５面）[手引きP18～19]

他の者の温室効果ガスの排出の抑制等に寄
与する措置の実施状況
計画：計画書に記載した取組の内容を記載します。

第１年度：当該年度に実施した項目名と、その実施
内容を記載します。

• 「第１年度」～ 「第３年度」の欄については、計画

書に記載していない項目であっても、実施した項
目があれば記載してください。

• この欄に記載しきれない場合は、欄には「別添の
とおり」とし、別添としてください。（別添も公表）
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３－２ 指針様式の記載方法

指針 様式第２号（第５面）[手引きP18～19]

その他地球温暖化対策の推進への貢献の
実施状況
計画：計画書に記載した取組の項目名を記載します
。

第１年度：当該年度に実施した項目名と、その実施
内容を記載します。

• 「第１年度」～ 「第３年度」の欄については、計画
書に記載していない項目であっても、実施した項
目があれば記載してください。

• この欄に記載しきれない場合は、欄には「別添の
とおり」とし、別添としてください。（別添も公表）
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６　前年度の温室効果ガスの排出の量等の実績（排出係数反映）

 (１) 事業者単位

 　ア　第１号、第２号、第４号該当者等

（実）

（調） 8,575
t-CO2

9,155

３－２ 指針様式の記載方法

指針 様式第２号（第６面）[手引きP20～21]

前年度の温室効果ガス排出量等の実績
• この様式に記載する排出量の算定の際は、前年
度の実績を示すため、排出係数反映で算定しま
す。

• 「事業者単位」の欄は、事業者全体の排出量の
実績について、実排出量と調整後排出量を併記
します。
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 (２) 事業所等単位（第１号、第２号該当者等）

 　ア　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が 1,500kl 以上の事業所の一覧

事業所の名称

川崎工場 4,443 t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

川崎市○○区△丁目□番□号 2942 電気照明器具製造

事業所の所在地
日本標準産業分類
細分類番号

事業所に係る
事業の名称

温室効果ガス
の排出の量

３－２ 指針様式の記載方法

指針 様式第２号（第６面）[手引きP20～21]

前年度の温室効果ガス排出量等の実績

• 「事業所等単位」のうち、「温室効果ガスの排出
の量」の欄については、事業所ごとの全排出量
の値を記載します。
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３－２ 指針様式の記載方法

指針 様式第２号（別紙２）

大規模事業所ごとに （第１面）～（第４面）まで

を一式として、連番を設けて作成します。

※計画書提出の際に、大規模事業所として

「様式第１号（別紙２）」を添付した事業所に

ついては、大規模事業所の要件未満となった

場合であっても、作成してください。



37

４　温室効果ガスの排出の量の削減目標を達成するための措置の実施状況

 (１) 対策分類と対策内容

分類番号 区分名称

1 0101010 推進体制の整備
基本
対策

平成22
年度

事業所の各部門に、温暖化対策責任者と担当者を任命、
毎月定例会議を開き、各部門の取り組みを報告するとと
もに、その結果を各部門に周知徹底した。

2 0101021 外部機関の利用
目標
対策

平成22
年度

外部機関による省エネ診断を実施した。また、外部機関
により、温暖化対策責任者と担当者の研修を実施した。

3 0102010
主要設備の保守管
理

基本
対策

平成23年度

4 0102020
エネルギー使用量等
の把握、計測、記録
等の管理

基本
対策

平成23年度

今後の予定等対策の内容対策
ﾚﾍﾞﾙ

対策の分類
NO. 実施

年度

３－２ 指針様式の記載方法

指針 様式第２号(別紙２)(第３面)・(別紙３)
[手引きP30～31、34～35]

対策分類と対策内容

• 計画書に記載した項目は、すべて記載します。

• 計画書に記載していない項目でも実施した項目
があれば、追加して記載します。
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４　温室効果ガスの排出の量の削減目標を達成するための措置の実施状況

 (１) 対策分類と対策内容

分類番号 区分名称

1 0101010 推進体制の整備
基本
対策

平成22
年度

事業所の各部門に、温暖化対策責任者と担当者を任命、
毎月定例会議を開き、各部門の取り組みを報告するとと
もに、その結果を各部門に周知徹底した。

2 0101021 外部機関の利用
目標
対策

平成22
年度

外部機関による省エネ診断を実施した。また、外部機関
により、温暖化対策責任者と担当者の研修を実施した。

3 0102010
主要設備の保守管
理

基本
対策

平成23年度

エネルギー使用量等

今後の予定等対策の内容対策
ﾚﾍﾞﾙ

対策の分類
NO. 実施

年度

３－２ 指針様式の記載方法

指針 様式第２号(別紙２)(第３面)・(別紙３)
[手引きP30～31、34～35]

対策分類と対策内容

• 実施した項目は「実施年度」欄に実施年度を、
「対策の内容」欄に実施した内容を記載します。

• 未実施の項目は「今後の予定等」に実施予定年
度を記載します。
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３－３ 添付書類

結果報告書に必要な添付書類[手引きP38]

①周辺地域の状況及び特定事業者の区域の範囲が明確に示
された図面（2,500分の1～1万分の1程度の図面）

②前年度の原油換算エネルギー使用量、温室効果ガス排出量
の算定根拠資料

③基本対策及び目標対策の実施状況を示した対策メニューの
“点検表”

④温室効果ガスの排出量の削減目標を達成するために実施し
た措置の内容を説明する書類

⑤調整後排出量の算出の際に用いたクレジット等の根拠資料

⑥市内外で事業活動している事業者において、調整後排出量
算定のためのクレジットの川崎市域への振り分け根拠

⑦自ら生成した熱又は電気の外部供給量の算定根拠

40

３－３ 添付書類

排出量等の算定根拠資料

エネルギー種別ごとの使用量や使用した排
出係数など、前年度の原油換算エネルギー
使用量及び温室効果ガス排出量の算定根拠
となる資料を添付してください。

入力支援シートを使用している場合は、1-1、
1-2、1-3、1-4、1-5、1-6、1-8、4-1のシートを

印刷し、添付してください（排出量の算定に使
用していないシートの印刷は不要です。） 。
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３－３ 添付書類

点検表の作成方法[手引きP38～39]

計画書又は前年度の結果報告書に添付した
点検表を利用し、追記して作成します。

まず、それぞれの項目について、当該年度
の実施状況を確認します。
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３－３ 添付書類

点検表の作成方法[手引きP38～39]

実施した項目は、点検表の備考欄に実施し
た年度を記載します。
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３－３ 添付書類

点検表作成の注意事項[手引きP38～39]

計画書提出時に「実施予定」としていなかっ
た項目であっても、実施した項目はすべて備
考欄に実施した年度を記載してください。

「実施予定」欄を修正する必要はありません。

計画書提出時に備考欄に記載していた項目
がある場合や、補足事項がある場合などは、
行を増やしても構いません。
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３－３ 添付書類

点検表と様式への記載内容[手引きP38～39]

点検表の内容を、様式に反映させます。
• 指針 様式第２号（第3面）

• 指針 様式第２号（別紙2）（第3面）

※大規模事業所設置事業者のみ

• 指針 様式第２号（別紙3）（第1面）

※第３号該当者のみ



45

４ 入力支援シート

46

４ 入力支援シート

作業フロー

④ 内容確認・提出

②基礎資料の入力
・事業所の電気や燃料使用量の入力
・排出係数の入力（環境省HPなど）

各事業者（所）が収集

入力支援シートの利用

＜自動計算＞

・原油換算エネルギー使用量

・温室効果ガス排出量

etc

③ 結果報告書様式への情報入力
・連絡先、排出の量の状況の説明、etc

① 基礎資料の収集
・事業所の電気や燃料使用量の伝票
・排出係数の確認（環境省HPなど）
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４ 入力支援シート

（1-1）～（1-8）の入力[手引きP40～50]

エネルギーの種類ごとの使用量や係数などを、必要

なシートに入力します。
今年度の値は、「第１年度」の欄に入力します。（「基準年度」
の欄に入力済みの値を変更しないでください。）

※（1-2）のシートについて
環境省が公表している、平成２１度の電気事業者ごとの実排

出係数及び調整後排出係数を入力します。

• 「平成２１年度の電気事業者ごとの実排出係数・調整後排出係数等
の公表について（お知らせ）」（平成22年12月27日）

ＵＲＬ：http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=13319
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４ 入力支援シート

（3-1）～（3-16）の入力

報告書様式のシートです。提出が必要な様式につい

て入力します。

（1-1）～（1-8）の入力後、自動入力以外の欄を入力
します。年度ごとに入力する欄がある様式は、今年
度は「第１年度」の欄のみ記入します。

（1-7）のシートから数値を“転記”する際は、次の点
に注意してください。
• 「第１年度」など当該年度の欄から“転記”し、他の年度か
ら転記しないよう、注意してください。

• （1-7）のシートには、「排出係数反映」の欄と「排出係数固
定」の欄がありますので、転記元と転記先の双方につい
て、どちらの数値であるかをよく確認してください。
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５ 提出方法等

50

５ 提出方法等

提出するもの[手引きP4]

結果報告書 ２部（正本１部とその写し１部）
ホームページ掲載用概要シート
電子データ（エクセル型式のまま提出）

• 入力支援シート
（支援シートを使用していない場合は、様式のファイル）

※結果報告書に「別添」としたものがあれば、併せて提出し
てください。

• ホームページ掲載用概要シート

その他、添付資料等で電子ファイルとして提供することが可能
なものがあれば、併せて提出をお願いします。

※市ではUSBメモリの使用ができませんので、CD-ROMでの提
出か、事前にＥメールでの送付をお願いします。
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５ 提出方法等

提出先等

◆提出先 川崎市川崎区東田町５－４（第3庁舎17階）

川崎市環境局 地球環境推進室

（電話 044-200-2545）

◆提出方法 結果報告書等を窓口に持参してください。

※結果報告書の提出時に内容を確認し、必要に応じて指
導・助言を行うため、１事業者当たり１時間程度の時間
がかかることを想定しています。

※事前に、提出する日程を予約してください。

525252

５ 提出方法等

結果報告書の公表箇所

事業活動地球温暖化対策結果報告書

事業者が提出する書類

＋ ＋

②結果報告 ③別紙等

② ③

④添付書類

④

①結果報告書

① ＋

規則で定める様式 指針で定める様式

①及び②は市の公表対象

（当該事業者の競争上の地位その他正当な利益を
害するおそれがあるものを除く。）

③及び④は市の公表対象外

（公文書の開示請求があった場合には、「川崎市情
報公開条例」に基づき手続きを行う。）

規則様式第３号 指針様式第２号 指針様式第２号（別紙）
指針様式第３号

添付書類
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５ 提出方法等

電子メール配信

計画書制度に関連する情報をはじめとして、本市の地球温暖
化対策に関連する情報を、電子メールで配信しています。

配信内容
説明会等の実施の御案内

関連ホームページの更新情報等
• 計画書や結果報告書作成の手引きの掲載、改訂に係る情報

• 入力支援シートの改訂に係る情報

• 計画書及び結果報告書の公表に係る情報

申込方法
申し込み用紙を市ホームページからダウンロードし、Ｅメールでお申
込ください。

ＵＲＬ：
http://www.city.kawasaki.jp/30/30tisui/jyourei/jigyou/mailmousiko
mi.doc
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事業活動地球温暖化対策計画書制度に関する質問等に
ついては、下記までお問い合わせください。

お問い合わせ先

川崎市環境局地球環境推進室

電話 ０４４－２００－２５４５

FAX ０４４－２００－３９２１

Eメール 30titan@city.kawasaki.jp

ＵＲＬ
http://www.city.kawasaki.jp/30/30tisui/jyourei/index.htm

５ 提出方法等

問い合わせ先


